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本稿の問題意識と目的 
本論文は，企業結合取引の会計処理について検討を行うものである。本論中の各章で
は，企業結合会計にかかる個々の論点を考察するが，いずれも企業結合取引や，関連す
る財務諸表項目の実態を把握することに努めている。会計が取引の実態を写像する行為
であるとすれば，制度会計の研究に際しこのような姿勢を持つことは当然と思われる。
しかし，先行研究のなかには，伝統的な会計理論の枠組みから現行基準を評価するもの
や，概念フレームワークと会計基準，会計基準同士の内的整合性の検討に終始したもの
が多いことも事実である。会計処理の対象となる取引，財務諸表項目の実態に対する目
配りは十分でないと感じる。現行の会計基準をみても，会計処理の対象となる取引は多
様な実態を有しているにも関わらず，特定の実態のみを想定している場合がある。また，
会計主体論のような概念から会計処理を演繹する試みもあるが，背景にある取引の実態
は考慮されず，概念のみが独り歩きしているようにも思われる。このような問題意識が
あったことから，本稿では，企業結合取引や関連する財務諸表項目の実態を分析するこ
と，それを基にした現行基準の説明・評価，会計処理の演繹を目的としたい。本論は 3
部構成であり，第1部を「のれんと企業結合会計」，第2部を「持分と企業結合会計」，
第3部を「多国籍企業と企業結合会計」としている。 
 
第 1部 「のれんと企業結合会計」 
企業間に支配関係が成立すると，財務諸表を連結するうえで投資と資本の相殺を行う
必要があり，その結果のれん勘定が認識される。企業結合にかかる会計処理を議論する
にあたり，のれんは最も重要な項目の1つといってよい。企業結合にかかる論点は，ど
れも少なからずのれんの会計に関連している。第1章では，企業結合にかかる会計処理
を議論する前段階として，のれんの定義と基本的な会計処理を確認した。まず，のれん
を超過収益力，負ののれんを負の超過収益力と定義し，超過収益力の発現場所によりの
れんを分類した。本稿では基本的に，取得企業と被取得企業が明らかな企業結合を取り
上げるため，支配獲得時の会計処理はパーチェス法によるものとした。すなわち，取得
企業に以前から存在するのれんを除く，すべてののれんが認識対象となる。そのうえで，
のれんを資産として認識し，規則的に償却する処理を選好した。対照的に，負ののれん
は負の資産であるとし，正ののれんから間接控除する表示方式をとった。また，被取得
企業の収益力が正常水準に回帰する期間に渡り償却を行うとしている。第2章以下の考
察は，これを踏まえて展開されている。 
第2章は，被取得企業に非支配株主が残存している状況を念頭に，のれんの認識範囲
を考察している。具体的には，買入のれんにとどまらず全部のれんを認識するとしたと
きの測定を問題とする。なかでも，正の買入のれんと負の非支配株主持分のれんが同時
に生じる企業結合について，会計処理を検討することを目的とした。一般的に，支配株
主による投資と非支配株主持分の一株あたり公正価値は異なるとされるが，それは，親
会社株主持分にのみ超過収益をもたらすシナジーと経営権が存在するためである。そし
て，当該シナジーと経営権が買収プレミアムに含まれると，買入のれんが正であるにも
関わらず，非支配株主持分のれんが負になることがありうる。結論として，のれんがも
たらす収益の帰属先に忠実な費用配分を達成するために，買入のれんと非支配株主持分
のれんを別建てで当初認識し，事後測定を行う。そもそも，資産である正ののれんと，
購入利得と規定される負ののれんの合算はおかしい。取得時に一括計上されるはずの購
入利得が，全部のれんの償却期間に渡って繰り延べられてしまう。買入のれんと非支配
株主持分のれんは別建てで認識し，さらに負の超過収益力と購入利得は区別し，負のの
れんの実態に整合した会計処理を行うことが望ましい。 
第3章は，ある企業の支配獲得に先立ち，当該企業の持分を一部保有している企業の
会計処理を題材とした。現行基準は，支配獲得時に事前投資の公正価値評価を要求する
が，まずは事前投資の公正価値が何を指しているかを確認した。現行の会計基準は，事
前投資の再調達原価と売却価額を等価としているため，いずれの価額も公正価値として
用いることができる。しかし，買収プレミアムの存在により等価を仮定することはでき
ず，再調達原価による評価は比較的大きいのれん価額をもたらす。のれんの減損リスク
を抑制する点では売却価額による評価が好ましい。しかし，事前投資の経済的意義，支
配獲得時における株主の意思決定を分析すると，いずれの評価方法ものれんを過大評価
する可能性がある。事前投資を有する株主は，既に事前投資にかかる保有利得を有して
いることから，自らの評価値を超える対価を支出しても投資の正味現在価値は正であり
うる。また，買収競合者の存在を仮定すると，事前投資を有する株主は，競争敗北時に
事前投資を競合者に高値で売却することも考慮し，合理的に自らの評価値を超えた入札
を行う。事前投資を有する株主が勝利したときには，取得対価に事前投資の保有利得分
が含まれるため，事前投資を公正価値評価して保有利得を認識すれば，のれんは過大に
評価されうる。合理的な投資がなされたにも関わらず，のれんの減損リスクは高まって
しまう。解決策として，投下資本回収計算の枠組みを離れた被取得企業の企業価値評価
か，従来のように事前投資を帳簿価額で引き継ぐ処理を挙げた。 
第4章では，独立企業間同士の合併を例にとり，のれんの税効果会計を議論している。
企業結合会計にかかる多くの先行研究は税制を考慮していないが，税制によってのれん
価額は異なり，純利益や課税所得の金額も変動することから，税制に対する企業の関心
は大きい。のれんとそれにかかる税効果を忠実に表現しようとすれば，会計上ののれん
と税務上ののれん価額の差異に対して税効果会計を適用する必要がある。しかし，のれ
んの税効果会計を無制限に認める会計基準は存在しない。そこで，米国基準と日本基準
の会計処理を説明・評価することにした。まず，米国基準は，会計のれんが税務のれん
価額を超過する部分に税効果会計を適用していない。それは，当該部分に税効果会計を
適用しても，税引後純利益の数値には影響がないためである。加えて，税効果会計の制
限には，会計のれんの減損リスクを小さくする効果がある。しかし，のれん価額は超過
収益力と税効果の純額となり，減損認識判定において帳簿価額と税引前キャッシュ・フ
ローを比較するとした基準に反してしまう。そして，日本基準は，税務のれんにのみ税
効果会計を適用するという簡便な処理を採用しているが，これにより米国基準と等しい
税引後純利益を得ることができる。また，会計のれんの減損リスクをより小さくし，営
業利益をより大きくする効果もある。両会計基準は，会計のれんの減損リスクを小さく
する点で保守的な会計処理を規定しており，それは結果として純利益の平準化を達成す
るのである。 
 
第 2部「持分と企業結合会計」 
第2部では貸借対照表貸方の持分に焦点を当て，企業結合会計を論じる。 
第5章は，非支配株主持分の認識・測定・表示にかかる検討である。これまでは，非
支配株主持分が狭義の持分たる資本の定義を満たしているかを分析したり，連結基礎概
念を用いて会計処理を演繹することが多かった。しかし，それらは非支配株主持分の地
位を十分に考慮していないという問題意識があったことから，非支配株主持分の地位を
探り，当該地位と現行基準の整合性を分析することにした。株主としての地位は法律に
大きく左右されると考え，特に会社法と金融商品取引法を基に，親会社株主持分と非支
配株主持分の地位を比較している。具体的には，法規定により非支配株主利益が保護さ
れるほど，親会社株主持分と非支配株主持分は対等な地位にあるとした。分析の結果，
英・米は日本と比べ非支配株主の保護規制が強く，親会社株主持分と非支配株主持分は
比較的対等な地位にあるということができた。そして，IASB，FASB，ASBJの会計基
準は，いずれも非支配株主持分の地位を忠実に表現していることを確認した。また，保
護規制の弱い法域では全部のれんの過大推定が生じる可能性があり，対照的に保護規制
が強い法域では買入のれんから全部のれんを単純推定する方法を採用することができる
と述べた。特に，公開買付の強圧性が存在しない状況で公開買付に応じない株主がいる
とすれば，買収後の価値は買付価格よりも高いという判断ができる。したがって，単純
推定法によっても全部のれんの過大評価は生じない。さらに，非支配株主持分の公正価
値評価，関連当事者間取引にかかる開示の充実，非支配株主を擁するすべての企業に連
結財務諸表を開示させ容易に閲覧する機会を保障することは，非支配株主の地位改善に
資する可能性があると考えた。 
第6章は，子会社株式の追加取得取引，一部売却取引に関連している。欧州では，特
定比率の株式を有する支配株主が非支配株主に対し株式の売渡請求を行うことが認めら
れており(バイアウト制度)，あわせて当該支配株主に対し非支配株主が株式の買取請求
を行うことができる(セルアウト制度)。日本ではバイアウト制度のみが規定されている
が，いずれセルアウト制度が導入されることも視野に入れ，両制度が存在する場合の会
計処理を検討した。両制度が存在する状況は，株式を取得する権利と義務を生ぜしめる。
これは，実質的な株式先渡契約の締結とみることができ，親会社の個別財務諸表上で契
約会計を適用する余地があった。連結財務諸表上，契約資産である株式取得権を子会社
株式とみなせば，権利行使可能時点で追加取得を擬制した仕訳を行うことになる。ただ
し，制度が行使されずに失効すれば，一部売却取引の擬制あるいは遡及修正を行う必要
が出てくる。他方，制度行使可能時点で株式取得権と子会社株式を別物と捉えれば，制
度行使時点で追加取得の仕訳を行うことになる。このとき，支配獲得取引と追加取得取
引は1つの企業結合を構成していると考え，追加取得取引を損益取引として処理すると
述べた。制度の失効時点における仕訳は必要ない。 
第7章は，従業員持分たるリストラ負債を扱う。リストラは，企業結合に付随して起
きることが多く，特にその認識時点が問題となる。現行，負債一般の認識基準に照らし
てリストラにかかる負債が計上されているが，やはりリストラという事象の性質は十分
に考慮されていないと感じる。そこで，本論では，労働法の知見を援用することにより，
「整理解雇の4要件」の充足をもってリストラ負債を認識すべきという結論を得た。こ
れは，リストラによって経済的・心理的な影響を受ける従業員に配慮した処理であるが，
投資家の意思決定有用性を大きく損ねるものではない。米国・国際会計基準は，この見
解に近い会計処理を規定しており，従業員の地位に対する配慮がみられる。しかし，企
業結合時，リストラの影響が取得対価に反映されながら，現在の義務がないためにリス
トラ負債を認識できないことがある。結果としてのれんの忠実な表現は達成されない。
対照的に日本基準は，より早いリストラ負債の認識を許容しており，企業結合取引の実
態を反映した会計処理を行うことができる。しかし，これは従業員の地位を軽視した会
計処理につながりかねない。従業員の地位に対する配慮と経済的実態の忠実な表現はト
レードオフの関係にあり，会計処理を一義的に決定することの困難性が明らかとなった。 
 
第3部「多国籍企業と企業結合会計」 
近年，クロスボーダーの企業結合は増加しており，金額的規模も非常に大きい。国外
企業を高値で取得するということは，相当価額ののれんが認識されることを意味する。
従来，在外子会社の買収にともない認識されるのれんは，換算会計処理の対象ではなか
った。しかし，2009年の基準改訂により，のれんも他の識別可能資産と同様，換算会計
処理を行うことが規定された。これまでに設定された会計基準は，果たしてどのような
理論的背景に基づいているのか，財務数値にどのような違いをもらすのかについて疑問
が湧いた。 
第8章では，連結会計処理の対象となる在外子会社の経営実態に注目している。問題
意識は，会計基準が在外子会社の経営実態を考慮したうえで，実態と整合する会計処理
(連結会計処理および換算会計処理)を規定しているかにある。現行の会計基準は，親会
社から独立した在外子会社のみを想定しているが，在外子会社と本国親会社の実質的な
関係性に注目すれば，在外子会社の経営実態は多様でありうる。すべての在外子会社が
親会社から独立して経営を行っているわけではないため，経営実態を忠実に表現するこ
とができていない。そこで，在外子会社の経営実態を「従属型」，「複合型」，「独立
型」，「国際型」の4つに分類したうえで，これら4つの経営実態に整合する会計処理
を演繹した。まず，経営実態ごとに異なる超過収益の帰属先に応じ，のれんの認識場所
を分けることとした。そして，親会社に従属する在外子会社や資金生成単位はテンポラ
ル法により再測定を行い，親会社から独立した在外子会社や資金生成単位は決算日レー
ト法により再表示を行うとした。親会社，子会社という形式的な区分が意味を持たない
国際型では，全社的な財務計画に用いられる通貨への再測定を提案している。 
第9章では，外貨建のれんを換算した後の価額，および為替換算調整勘定の意味につ
いて分析を行っている。在外子会社が親会社から独立して経営を行っていれば，外貨で
測定された業績や財務比率を保持するために決算日レート法が用いられる。しかし，の
れんを決算日レートで換算する意味はよく分からない。在外子会社に対する投資が実質
的な金融投資であれば，もっぱらの関心は在外子会社の企業価値にあるだろうから，公
正価値評価の一環として決算日レート法を適用することになる。しかし，事業投資であ
れば，のれんのような事業資産の測定に為替の影響を反映させる必然性はなく，決算日
レートを適用することに疑問が湧く。本論では，購買力平価から為替相場を定義するこ
とで，換算会計処理と資本維持会計を結びつけた。在外子会社の取得を円貨で行ってい
れば，名目投下資本額を維持すればよいため，やはり換算の必然性はない。換算後のの
れん価額は回収可能価額の一部を示し，為替換算調整勘定はその他包括利益となる。他
方，在外子会社の取得を外貨で行ったとすれば，維持すべき資本は名目投下資本額では
なくなり，換算が必要となる。仮に国外一般物価変動率が0であれば，換算会計は完全
な実質資本維持会計となる。そこでは，換算後ののれん価額が修正原価となり，為替換
算調整勘定は修正資本となる。外貨換算会計が実質資本維持会計の一環であるとすれば，
究極的には親会社の個別財務諸表においても実質資本維持会計を行う可能性が出てくる。 
第 10 章は，換算会計基準の改訂が，のれんの減損会計処理に与える影響を分析して
いる。特に，資金生成単位(グルーピング)が国内と国外にまたがっている場合には，当
該単位に対してのれんが配分されることとなる。資金生成単位に含まれる資産はのれん
も含め，換算を行ってから減損認識の判定を行う。換算会計処理によって，減損認識判
定単位の円建帳簿価額が異なるため，減損認識の要否にも差が生じるかもしれない。そ
こで，テンポラル法，2009年以前の決算日レート法，2009年以後の決算日レート法と
いう3つの換算会計処理を想定し，換算会計処理の相違が減損認識判定に与える影響を
分析した。分析の結果，過去の換算会計処理は円高になるほど減損を認識し易いもので
あるのに対し，新しい換算会計処理は円安になるほど減損を認識し易いものであること
が判明した。これは，円安になるほど減損認識判定単位の帳簿価額が増加するためであ
る。あわせて，現在の本邦多国籍企業は，国外市場でのれんを回収できるだけの収益を
上げなければ，円安が進行するほど減損認識のリスクが高まることを述べた。換算会計
基準の変遷は，企業が収益をあげるべき場所を国内市場から国外市場へとシフトさせた
のである。 
終章では，各章ごとの要約と課題の提示を行っている。各章では，企業結合取
引や財務諸表項目の実態を理解するにあたり，隣接諸科学の知見を積極的に援用してき
た。事前投資の経済的意義から会計処理を論じた第3章，株主の地位を規定する会社法
や金融商品取引法を基に非支配株主持分の会計処理を論じた第5章，労働法の判例を手
掛かりにリストラ負債の認識時点を探った第7章，多国籍企業経営論の視点から在外子
会社の経営実態を分類して会計処理を演繹した第8章，購買力平価説により換算の意味
を探った第9章は，まさにその例である。もっとも，取引の実態を客観的に選定するこ
とは容易でなく，選定した実態からある会計処理が演繹されたとしても，現実的な使用
に耐えうるとは限らない。現実の会計基準は，取引の実態を忠実に表現すること以外に
も，目的適合性や比較可能性，コスト制約といった様々な質的特性に配慮しなければな
らない。さらに，会計処理は企業の財務状況だけでなく利害関係者にも大きな影響を与
えるため，会計基準設定時には利害調整を行う必要もある。しかし，このような点に留
意が必要であるとしても，企業結合取引や関連する財務諸表項目の実態を分析すること，
それを基にした現行基準の説明・評価，会計処理の演繹という作業は，会計基準の社会
的選択という局面に貢献ができるものと考えている。 
